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定款一部変更に関するお知らせ定款一部変更に関するお知らせ定款一部変更に関するお知らせ定款一部変更に関するお知らせ    

 

 当社は、本日開催の取締役会において、平成28 年６月24 日開催予定の第62 期定時株主総会に、下記の通り定款

の一部変更について付議することを決議しましたのでお知らせ致します。 

 

記 

 

１. 定款変更の目的 

（１）取締役会の効率的な運営、活性化および監督機能の強化を図るため、次に掲げる各条項を変更するものです。 

① 現行定款第20条の取締役員数の上限を20名から15名に減ずるものです。 

② 同第23条第３項の役付取締役としての専務取締役および常務取締役を廃止し、専務および常務を執

行役員の職階とするものです。 

③ 同第24条の一部を変更し、取締役会長職が置かれている場合には取締役会長が取締役会の招集権者

となり、議長を務められるようにするものです。 

 

（２）当社の社長は代表取締役が就任しているため、現行定款第15 条および第23 条第３項の「取締役社長」を「代   

   表取締役社長」に改めるものです。 

 

（３）「会社法の一部を改正する法律」（平成26 年法律第90 号）が平成27 年５月１日に施行され、新たに業務執行 

   取締役等でない取締役および社外監査役でない監査役との間でも責任限定契約を締結することが認められ 

   たことに伴い、それらの取締役および監査役についても、その期待される役割を十分に発揮できるよう、現行 

   定款第30 条第２項および第39 条第２項の一部を変更するものです。なお、現行定款第30 条第２項の変更に 

   関しましては、各監査役の同意を得ております。 

 

（４）上記のほか、所要の文言整備を行うべく、それぞれ現行定款第２条、第12条、第27条および第36条の一 

   部を変更するものです。 

 

２. 定款変更の内容 

変更内容は別紙の通りです。 

 

３. 日程 

定款変更のための株主総会開催日  平成28 年６月24 日（予定） 

定款変更の効力発生日          平成28 年６月24 日（予定） 

 

 以上 



別 紙 

変更の内容は次の通りです。 

（下線部分は変更箇所を示しております） 

現 行 定 款 変 更 案 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

    １．各国航空船舶会社の代理店業 

    ２．貨物利用運送事業 

    ３．国際複合一貫輸送事業、およびその代理店業 

    ４．貨物自動車運送事業 

    ５．海運仲立業 

    ６．通関業 

    ７．倉庫業 

    ８．医薬部外品、化粧品および医療機器の包装・

表示・保管業 

    ９．コンテナ、荷役機器、物流機器および物流情

報システムの貸渡業 

   １０．物品の売買・リースおよび輸出入業 

   １１．物流コンサルタント業 

   １２．旅行業 

   １３．両替業 

   １４．労働者派遣事業および構内作業請負業 

   １５．損害保険代理業 

   １６．不動産の賃貸および管理 

   １７．他の事業に対する貸付、保証および投資 

   １８．前各号に附帯し、または関連する一切の事業 

 

（目的） 

第２条 当会社は、次の事業を営むことを目的とする。 

   （１）各国航空船舶会社の代理店業 

   （２）貨物利用運送事業 

   （３）国際複合一貫輸送事業、およびその代理店業 

   （４）貨物自動車運送事業 

   （５）海運仲立業 

   （６）通関業 

   （７）倉庫業 

   （８）医薬部外品、化粧品および医療機器の包装・

表示・保管業 

   （９）コンテナ、荷役機器、物流機器および物流情

報システムの貸渡業 

   （10）物品の売買・リースおよび輸出入業 

   （11）物流コンサルタント業 

   （12）旅行業 

   （13）両替業 

   （14）労働者派遣事業および構内作業請負業 

   （15）損害保険代理業 

   （16）不動産の賃貸および管理 

   （17）他の事業に対する貸付、保証および投資 

   （18）前各号に附帯し、または関連する一切の事業 

（株式取扱規則） 

第12条 当会社の株式に関する取扱いおよび手数料、株主

の権利行使に際しての手続等については、法令ま

たは本定款のほか、取締役会において定める株式

取扱規則による。 

 

（株式取扱規則） 

第12条 当会社の株式に関する取扱いおよび手数料、株主

の権利行使に際しての手続等については、法令ま

たは定款のほか、取締役会において定める株式取

扱規則による。 

（招集権者および議長） 

第15条 株主総会は、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会の決議により取締役社長がこれを招

集し、議長となる。 

  ２．取締役社長に事故ある場合は、取締役会において

あらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が株主

総会を招集し、議長となる。 

 

（招集権者および議長） 

第15条 株主総会は、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会の決議により代表取締役社長がこれ

を招集し、議長となる。 

  ２．代表取締役社長に事故ある場合は、取締役会にお

いてあらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が

株主総会を招集し、議長となる。 

 

（員数） 

第20条 当会社の取締役は２０名以内とする。 

 

 

 

 

 

（員数） 

第20条 当会社の取締役は１５名以内とする。 

 



現 行 定 款 変 更 案 

（代表取締役および役付取締役） 

第23条 取締役会は、その決議によって代表取締役を選定

する。 

  ２．代表取締役は各自会社を代表し、取締役会の決議

に基づき会社の業務を執行する。 

  ３．取締役会はその決議により取締役社長１名を定

め、必要に応じ取締役会長１名、取締役副社長１

名および専務取締役、常務取締役各若干名を定め

ることができる。 

 

（代表取締役および役付取締役） 

第23条 （現行どおり） 

 

  ２．（現行どおり） 

 

   ３．取締役会はその決議により代表取締役社長１名を 

       定め、必要に応じ取締役会長１名、取締役副社長１ 

       名を定めることができる。 

（取締役会の招集権者および議長） 

第24条 取締役会は、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役社長がこれを招集し、その議長とな

る。 

  ２．取締役社長に事故ある場合は、取締役会において

あらかじめ定めた順序に従い、他の取締役が取締

役会を招集し、議長となる。 

 

（取締役会の招集権者および議長） 

第24条 取締役会は、法令に別段の定めのある場合を除

き、取締役会長がこれを招集し、その議長とな

る。 

   ２．取締役会長を定めない場合または取締役会長に事 

       故ある場合は代表取締役社長が、取締役会長を定め   

       ない場合または取締役会長に事故ある場合で代表取 

       締役社長に事故あるときは、取締役会においてあら 

       かじめ定めた順序に従い、他の取締役が取締役会を 

       招集し、議長となる。 

 

（取締役会規則） 

第27条 取締役会に関する事項は、法令または本定款に定 

   めるもののほか、取締役会において定める取締役会 

   規則による。 

 

（取締役会規則） 

第27条 取締役会に関する事項は、法令または定款に定め

るもののほか、取締役会において定める取締役会

規則による。 

 

（取締役の責任免除） 

第30条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる取締役（取締役であ

った者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除することが

できる。 

  ２．当会社は、会社法第４２７条第１項の規定によ

り、社外取締役との間に、任務を怠ったことによ

る損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額

は、５００万円以上であらかじめ定めた金額また

は法令が規定する額のいずれか高い額とする。 

 

（取締役の責任免除） 

第30条 （現行どおり） 

 

 

 

 

  ２．当会社は、会社法第４２７条第１項の規定によ 

   り、取締役（業務執行取締役である者を除く。）と 

   の間に、任務を怠ったことによる損害賠償責任を限 

   定する契約を締結することができる。ただし、当該 

   契約に基づく責任の限度額は、５００万円以上であ 

   らかじめ定めた金額または法令が規定する額のいず 

   れか高い額とする。 

 

（監査役会規則） 

第36条 監査役会に関する事項は、法令または本定款に定 

   めるもののほか、監査役会において定める監査役会 

   規則による。 

 

 

 

 

（監査役会規則） 

第36条 監査役会に関する事項は、法令または定款に定め 

   るもののほか、監査役会において定める監査役会規 

   則による。 



現 行 定 款 変 更 案 

（監査役の責任免除） 

第39条 当会社は、会社法第４２６条第１項の規定によ

り、任務を怠ったことによる監査役（監査役であ

った者を含む。）の損害賠償責任を、法令の限度に

おいて、取締役会の決議によって免除することが

できる。 

  ２．当会社は、会社法第４２７条第１項の規定によ

り、社外監査役との間に、任務を怠ったことによ

る損害賠償責任を限定する契約を締結することが

できる。ただし、当該契約に基づく責任の限度額

は、３００万円以上であらかじめ定めた金額また

は法令が規定する額のいずれか高い額とする。 

（監査役の責任免除） 

第39条 （現行どおり） 

 

 

 

 

  ２．当会社は、会社法第４２７条第１項の規定によ 

   り、監査役との間に、任務を怠ったことによる損害 

   賠償責任を限定する契約を締結することができる。 

   ただし、当該契約に基づく責任の限度額は、３００ 

   万円以上であらかじめ定めた金額または法令が規定 

   する額のいずれか高い額とする。 

 

           


